
 

 

 

 

 
自 由 民 主 党 

土地家屋調査士制度改革推進議員連盟総会開催 
 

本年１月２５日、自由民主党本部１階会議室において、自由民主党土地

家屋調査士制度改革推進議員連盟総会が開催された。 

柴山昌彦事務局次長の司会で開会され、冒頭、高村正彦会長が、議員引

退につき、議連会長職を塩崎恭久幹事長に引き継ぎたいとする挨拶があっ

た。これを踏まえて議事に入り、塩崎先生が新会長に選出され、その就任

挨拶の中で、「議員になる前から、土地家屋調査士の方々と共に活動を行

ってきた。これからも、大勢の皆さんの協力を得て、しっかりと頑張って

いきたい。」と力強い言葉を述べられた。また、会長以外の役員人事につ

いては、会長一任とされ、併せて、新規入会者 22 名（別添参照）が承認

された。新体制については、次回総会で改めて諮られることになった。 

なお、自民党議連の会長として、永年にわたり土地家屋調査士制度の発

展にご尽力された高村正彦先生には、この場を借りて、深く感謝申し上げ

る次第であります。 

日本土地家屋調査士会連合会と全国土地家屋調査士政治連盟は、連名で

不動産登記法第 14 条地図作成作業と予算措置の確保、所有者不明土地問

題に対する諸施策に係る土地家屋調査士の活用、官公署の入札区分におけ

る項目に「土地家屋調査士業務」を設定すること及び建物所在図の作成に

ついての要望申請を行った。 
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また、坂本民事第二課長からは、土地家屋調査士制度を取り巻く最近の

情況、登記所備付地図整備の概要、登記所備付地図作成作業の効果及び登

記制度・土地所有権の在り方等に関する研究会についての説明があった。 

その後、意見交換となり、活発な協議が行われた。特に、我が国の地図

整備の遅れを指摘する強い意見があり、現在の地籍調査のみならず、大都

市圏においては官民境界先行型の地籍調査も併せて行うべきとの提案があ

った。また地籍調査を市や県が行う現在の方式では、国全体の地図が完備

するまで著しく長期に亘り、この際方式を転換し国が直轄で行うべきとの

問題提起がなされた。 

今回の協議を踏まえ、引き続き対応を検討していくことになった。 

 

出 席 者   

自 民 党 国会議員25名、他秘書多数 （別添参照） 

日 調 連 岡田会長、加賀谷副会長、柳澤専務理事 

全調政連 横山会長、菊池・阿部副会長、椎名幹事長 

法 務 省 坂本民事第二課長、佐藤局付、江口地図企画官、 

三井補佐官、渡辺法務専門官、池田係長 
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